
(社)近畿圏不動産流通機構 市況レポート 

 
 

市況トレンド   2011 年 7～9 月期の近畿圏市場 

 
 
 
 

2011 年 7～9 月期の近畿圏市場は中古マンションが堅調に推移する一方、中古戸建は件数・価格

ともマイナスに転じ、双方の違いが目立った。景気の先行き不透明感は再び強まっているが、購

入マインドはやや改善しており市場の腰折れ懸念は後退。当面は外部環境を見極める展開が続く。 

１．中古マンション市場の動き 
●11 年 7～9 月期の中古マンション成約件数は 3,321 件で前年比 7.3％増に拡大し 10 期連続で増加

（図表１）。新規登録件数も 4 期連続増で過去最高水準となり、需給はやや緩和方向に。 

●成約価格は 1,692 万円で 1.8％上昇し 2 期ぶりのプラスに。新規登録価格もプラス 2.0％で、新規

登録と成約価格の乖離率は縮小し、一時弱含む兆しもみられた市場は堅調さを維持した。 

２．中古戸建住宅市場の動き 
●成約件数は 2,188 件で前年比 1.0％の減少に転じたが、新規登録件数はプラス 10.0％で増勢が強ま

った（図表２）。成約件数に対する新規登録件数の倍率は拡大し、需給は緩和しつつある。 

●成約価格は 1,881 万円で 1.6％と下落率はやや縮小したが、08 年以来の下落基調が続く。新規登

録価格もマイナス 4.6％と下落率はさらに拡大。9 エリア中 6 エリアで取引は低調だった。 

３．近畿圏市場の方向 
●11 年 7～9 月期は中古マンションが件数・価格ともプラス局面となる一方、中古戸建はマイナス

局面に。需給面でみると急速な市況後退は考えにくく、当面は外部環境を見極める展開が続く。 

４．関連不動産市場の動き 
●賃貸マンションの賃料単価は大阪市が 2 期連続で上昇し比較的堅調だが、京都市や神戸市の賃料

は弱含みで推移し、賃料の下げ止まりを確認するまでには至っていない。 
●11 年 9 月のオフィス空室率は大阪･梅田、淀屋橋･本町、京都市、神戸市の各地区で大幅に低下。

募集賃料も梅田が 3 年ぶりにプラスに転じ、京都市も横ばいとなるなど回復の兆しが見え始めた。 
 
 図表１ 中古マンションの成約･新規登録件数 図表２ 中古戸建住宅の成約･新規登録件数 
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(社)近畿圏不動産流通機構 市況レポート    市況トレンド／2011 年 7～9 月期の近畿圏市場 

１．中古マンション市場の動き 

 

2011 年 7～9 月期の成約件数は、3,321 件で前年同期比 7.3％増と

4～6 月期の 0.9％増から再び拡大し、10 四半期連続の増加となった。

7～9 月期としては過去最高の水準にあり、中古マンション市場は依

然として堅調さを維持している（Ｐ１・図表１）。一方、新規登録件

数は 12,167 件で前年比プラス 14.4％と 4 期連続の増加となり、増加

率はさらに拡大している。新規登録件数も 7～9 月期としては過去最

高の水準にあり、12 千件超はリーマンショック後に物件の余剰傾向

が強まった 09 年 1～3 月期（12,828 件）に匹敵する。成約件数に対

する新規登録件数の倍率は、7～9 月期が 3.7 倍と 4～6 月期の 3.3 倍

から拡大し、需給環境は徐々に緩和の方向に向かいつつある。 

件数・価格とも 

再びプラス基調に 

7～9 月期の平均成約価格は 1,692 万円で前年比プラス 1.8％と前の

期のマイナス 0.4％から再び上昇に転じた。新規登録価格は 1,837 万

円で前年比プラス 2.0％と成約価格を上回る上昇となった（図表３）。

新規登録価格と成約価格の乖離率は、マイナス 7.9％と 4～6 月期の

8.9％より縮小しており、春先には件数・価格とも弱含む兆しも見ら

れたが、7～9 月期はプラス基調となり堅調さを取り戻している。 

 

図表３ 中古マンションの成約･新規登録価格    図表４ 中古マンション件数の府県地域別増減率  
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図表５ 中古マンション価格の府県地域別変動率 
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(社)近畿圏不動産流通機構 市況レポート    市況トレンド／2011 年 7～9 月期の近畿圏市場 

 

主要エリアの件数・ 

価格も堅調に推移 

11 年 7～9 月期の成約件数の動きをエリア別にみると、増加を示す

地域が大勢を占めた。9 エリア中、近畿圏の中古マンション取引量の

92.1％を占める主要な 6 エリアでいずれも増加し、特に神戸市、京都

市、滋賀県では 2 ケタの大幅増を示した（図表４）。近畿圏市場にお

けるエリア別の成約件数シェアは、大阪府他（26.2％）、大阪市

（19.8％）、兵庫県他（19.0％）、神戸市（15.1％）、京都市（8.1％）

の順であった。 

成約価格は神戸市や阪神間を中心とする兵庫県他、京都府他で下落

したものの、取引量の 63.1％を占める 6 エリアで上昇がみられ、滋

賀県、奈良県、和歌山県で 2 ケタ上昇となったほか、価格水準が最も

高い大阪市や京都市も上昇した（図表５）。エリア別の成約価格は京

都市が 1,925 万円、大阪市が 1,924 万円で近畿圏平均を上回り、以下、

神戸市（1,662 万円）、兵庫県他（1,654 万円）、大阪府他（1,618 万

円）、滋賀県（1,534 万円）、京都府他（1,297 万円）、奈良県（1,252

万円）、和歌山県（868 万円）の順となった。 

件数に価格を乗じたレインズベースの取扱高でみると、京都府他と

和歌山県を除く 7 エリアが前年比で拡大しており、近畿圏全体の伸び

（9.3％増）を上回ったのは滋賀県（34.4％増）、京都市（25.5％増）、

神戸市（13.2％増）、大阪市（12.5％増）だった。7～9 月期の取扱高

としては近畿圏全体や京阪神の主要エリアで過去最高を記録し、総じ

て各エリアとも堅調に推移したと言える。 

 

２．中古戸建住宅市場の動き 

 

中古戸建は件数・価格

ともマイナス基調続く 

中古戸建住宅の 11 年 7～9 月期の成約件数は 2,188 件で前年比マ

イナス 1.0％と、中古マンションとは対照的に 5 期ぶりの減少に転じ

た。7～9 月期の水準としては必ずしも低くないが、11 年に入ってか

ら増加率の縮小に歯止めがかからずマイナスに転じたことは、中古戸

建市場の軟調さを物語る。一方、新規登録件数は 13,216 件でプラス

10.0％と 4 期連続増となり、増加傾向はより強まった（Ｐ１・図表２）。

この結果、成約件数に対する新規登録件数の倍率は 6.0 倍と 4～6 月

期の 5.3 倍から拡大し、この点に関しては中古マンション市場と同様

に、市況は需給緩和の局面に向かいつつある。 

成約価格は 1,881 万円で前年比マイナス 1.6％と下落率はやや縮小

したが、08 年以来の下落基調に大きな変化はない。成約価格が弱含

み傾向にあるため新規登録価格も下落が進み、7～9 月期は 2,263 万

円でマイナス 4.6％と下落率はさらに拡大した（図表６）。 
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 図表６ 中古戸建住宅の成約・新規登録価格 図表７ 中古戸建住宅件数の府県地域別増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
新規登録価格に対する成約価格の乖離率はマイナス 16.9％と 4～6 月

期の 16.6％よりやや拡大し、成約価格の上昇が見込めない現状では

当面、新規登録価格の調整が続くとみられる。 

 
エリア別の増減率をみても、9 エリア中 6 エリアで成約件数が減少

し、取引は総じて低調だった。減少した 6 エリアの取引シェアは

61.6％に上るが、約 3 割を占める兵庫県内は堅調で神戸市は 4.7％増、

兵庫県他は 15.3％の 2 ケタ増となった（図表７）。 

成約価格についても滋賀県や兵庫県他、京都市、和歌山県を除くエ

リアで下落し、下落エリアの取引シェアは 61.2％に達する。シェア

は小さいが大阪市の下落が目立ち、兵庫県他などもほぼ横ばいの水準

にとどまった（図表８）。エリア別の成約価格は神戸市が 2,182 万円、

兵庫県他が 2,095 万円、京都市が 2,061 万円で近畿圏平均を上回り、

以下、大阪府他（1,840 万円）、京都府他（1,791 万円）、奈良県（1,739

万円）、滋賀県（1,629 万円）、大阪市（1,615 万円）、和歌山県（1,022

万円）の順となっている。取扱高も近畿圏全体でマイナス 2.6％と 2

期連続で減少し、拡大したのは神戸市（1.4％増）と兵庫県他（15.7％

増）のみだが、過去最も高い取扱高を記録した 08 年 7～9 月期に比

べると全てのエリアでこの水準を下回った。 

図表８ 中古戸建住宅価格の府県地域別変動率 
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３．近畿圏市場の方向 

成約件数と成約価格の前年同期比から市況を捉えると、足元の中古

マンションと中古戸建市場で違いが目立つ。11 年 7～9 月期の中古マ

ンションは件数（7.3％増）・価格（1.8％上昇）ともプラスの局面に

とどまり、10 年度からの堅調なポジションを維持した。一方、中古

戸建住宅は件数（1.0％減）・価格（1.6％下落）ともマイナスの局面

に移動した。新築マンションもマイナス局面、新築戸建住宅は価格が

マイナス局面にあり、総じて弱含みの傾向にあるなか、中古マンショ

ン市場の堅調さが際立った（図表９）。 

堅調さ際立つ 

中古マンション市場 

内閣府が 11 年 10 月に発表した 8 月の景気動向指数をみると、東

日本大震災からの回復基調が続き一致・遅行指数とも改善を示したが、

住宅着工数や株価などで構成される先行指数は 7 月からやや低下。欧

州債務問題や米国・新興国景気の減速、円高の長期化、今冬に関西で

懸念される電力不足などから、先行き不透明感が高まってきた。今年

度下期の企業業績が下振れると所得・雇用環境への影響も懸念され、

住宅市場を取り巻く外部環境は急速に悪化しつつある（図表 10）。 

ただ、年初から急速に低下した不動産購入マインドには歯止めがか

かっており、8 月は 99 と「買い時」判断が拮抗する 100 近くまで回

復している（図表 11）。10 年末から 11 年にかけて中古・新築物件と

も価格がやや強含みだったことがマインド低下の一因と考えられる

が、その後は価格調整も進んでおり購入需要を的確に捉えた値付けが

維持されれば、マインドの大幅な腰折れは避けられそうだ。 

成約・新規登録物件の件数倍率と価格乖離率から市場の循環的な動

きをみると、中古マンション・戸建とも件数倍率が上昇し売り物件は 

 

 図表９ 近畿圏の四半期別成約件数・価格変動率（前年同期比） 
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Ａ.中古住宅市場の需給ポジション
　　（Ｂ.とＣ.の合成図）

Ｂ.中古マンションの件数倍率と価格乖離率 Ｃ.中古戸建住宅の件数倍率と価格乖離率
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図表 10 景気動向指数 図表 11 不動産購買態度指数（近畿） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

やや余剰傾向にあるが、価格乖離率は目立って拡大しておらず、需給

緩和（市況後退）局面への急速な変化は考えにくい（図表 12）。中古

マンションを中心に需要は比較的堅調で 4～6 月期にみられたような

市況の腰折れ懸念は後退しており、当面は所得など住宅取得を取り巻

く外部環境を見極める展開が続きそうだ。 

 
 

資料：(社)日本リサーチ総合研究所

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

130

6 8 10 12 '08/

2

4 6 8 10 12 '09/

2

4 6 8 10 12 '10/

2

4 6 8 10 12 '11/

2

5 6 8 

年/月

↑良い

↓悪い

※今後１年間、不動産が買い時かどうかを

　聞いたもの。「買い時」「買い時でない」

　双方が均衡する点が100

103.8

107.4

89.6

70

75

80

85

90

95

100

105

110

'08

/1

3 5 7 9 11 '09

/1

3 5 7 9 11 '10

/1

3 5 7 9 11 '11

/1

3 5 7

年/月

（指数） 先行指数

一致指数

遅行指数

（2005年=100）

資料：「景気動向指数 2011年10月」内閣府

6

　　*先行指数：新規求人数、新設住宅着工床面積、東証株価指数など12指標に基づく合成指標

　*一致指数：鉱工業生産財出荷指数、大口電力使用量、商業販売額など11指標に基づく合成指標

　*遅行指数：家計消費支出、法人税収入、完全失業率など6指標に基づく合成指標

　

　

図表 12 成約・新規登録の件数倍率と価格乖離率からみた近畿圏の需給状況 
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４．関連不動産市場の動き 

近畿圏の 7～9 月期の新築マンション発売戸数は 4,799 戸で前年比

はマイナス 15.9％と、10 月以降の大型物件の発売を前に供給調整が

続いた。大阪府内や神戸市などに供給が集中する一方、販売価格の抑

制や見直しの動きも進んでおり、販売価格はマイナス 7.2％と 4 期ぶ

りに下落した。9 月の契約率は 66.2％と好不調の目安とされる 7 割を

下回り、販売在庫も 2,989 戸と 8 月から増加しており、即日完売物件

数も減少するなど販売の減速が目立った。前述のように購入マインド

はやや持ち直しており、価格設定を誤らなければ秋口以降の販売状況

が好転することも考えられる（図表 13）。 

戸数・価格の調整進む

新築マンション市場 

 
賃貸マンション市場の四半期別動向を見ると、11 年 7～9 月期の近

畿圏の成約賃料単価は前年比 0.2％下落と再びマイナスに転じ、軟調

さから脱し切れていない。大阪市は 2 期連続で上昇し、前期比ベース

でもプラス基調が続くなど比較的堅調だが、京都市や神戸市の賃料は

弱含みで推移した。近畿圏平均の成約㎡単価は 1,771 円で、大阪市は

2,015 円、京都市は 1,917 円、神戸市は 1,776 円と、大阪市は 2 千円

台を維持するものの、京都市や神戸市では賃料の下げ止まりを確認す

るまでには至っていない（図表 14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 13 新築マンションの販売状況 図表 14 京阪神の賃貸マンション成約単価 

■四半期別の前年同期比（％）
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大阪市は下げ止まり 
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京阪神ビジネス地区の 11 年 9 月のオフィス空室率は、大阪・梅田

地区が 9.61％と 6 月比でマイナス 0.86 ポイントとなり、11 年 3 月以

降低下が続く。空室率 10％未満は 10 年 3 月以来の水準となっている。

淀屋橋・本町も 10.62％と 6 月比でマイナス 0.51 ポイント、京都市

は 10.69％で同 1.15 ポイント、神戸市は 11.84％で同 1.02 ポイント

といずれも大幅に低下した。 

オフィス空室率低下 

一部で賃料下げ止まりも 

11 年 9 月の坪当たり募集賃料は梅田が 14,669 円で 6 月比 0.25％

上昇し、08 年 12 月以来約 3 年ぶりのプラスとなった。淀屋橋･本町

は 11,542 円、神戸市は 11,418 円と下落が続くが、京都市は 11,869

円で 6 月比横ばいとなり、一部エリアではオフィス賃料が下げ止まり

始めた。テナント誘致での柔軟な対応から賃料は緩やかに下落してき

たが、ここにきて新築ビルに対する堅調な需要に加え、館内増床や立

地改善に伴う移転が進み、空室率は低下している。築浅ビルや値頃感

あるビルへの引き合いも増えており、京阪神のオフィス市場はようや

く回復の兆しが見え始めた（図表 15）。 

 

 
 

図表 15 オフィス空室率と募集賃料 
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